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鋼コンクリート複合構造にはスタッド等の機械的接合が主に用いられているが，本研究ではそれ以外の付着や

摩擦等による結合を対象とし，その力学的挙動，強度等を実験的に求めて議論する．付着力や摩擦力等の結合要

素の寄与については不明な部分が多く，現状では設計上は機械的接合部材の結合力のみに拠って鋼とコンクリー

トとの一体化を図っている．そこで本研究では実際に用いられている鋼表面の状態を想定して鋼コンクリート複

合構造の接合部を模した供試体を製作し，せん断応力に対する強度を求めると共に防食処理の有無や差異が力

学特性に与える影響を検討する．その際には著者らが開発中のトルク型せん断試験装置を用いて鋼コンクリー

ト界面に生じるせん断応力，ずれ変位等を計測し，また試験後の破壊面の状態を計測，観察して考察を行った．
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1. はじめに

建設分野では鋼とコンクリートとを組み合わせた複

合部材が広く用いられている．鋼とコンクリートとの

合成作用を利用するには両者が十二分に一体化してい

る必要があるが，最も一般的な鉄筋コンクリート構造

ではその歴史の中で，太径で高強度の鉄筋利用の要求

に際して丸鋼を異型鉄筋とすることで鋼とコンクリー

トとの間に自然的に生じる付着等による結合力に加え

て機械的な結合を用いて一体化の強化を図っている 1)．

同様に鉄筋に比較してより広範囲で面的な接合部を

有する鋼コンクリート複合部材の利用においては付着

による結合の信頼性および長期耐久性の観点から頭付

スタッドやジベル等の機械的接合部材の開発と使用が行

われてきており 2)，現状の設計指針においても終局状態

への配慮等から機械的接合が主に用いられている 3),4)．

しかし供用開始から 20余年を経た合成床版の下面鋼

板が健全でコンクリートの剥離は僅かであった例や 5)，

橋齢約 30年の非合成桁橋梁で鋼鈑桁と鉄筋コンクリー

ト床版とが一体となって合成桁として挙動している例

が示されており，自然的に生じる付着力等が合成作用

を生じるほどの結合力を有している可能性がある 6),7)．

この付着等による応力伝達は黒皮あるいはブラスト

処理後のプライマーに代表される防食塗膜等の，応力

伝達に関して配慮されていない鋼コンクリート界面を

介して行われている．防食処理を施した面的な鋼コン

クリート界面の付着に関する研究ではその結合の程度

を鉄筋の引抜き試験に準じた実験によって得たものが

あるが 8),9)，これらは鋼コンクリート界面への雨水等

の進入による鋼部材の腐食を防止することを意図して

おり 10),11)，複合部材の一体を担保する結合要素として

鋼コンクリート界面の付着が扱われているわけではな

い．これらの事実を勘案すると平滑な鋼コンクリート

界面におけるせん応力伝達を考える場合には鋼表面の

差異による影響を議論することが必要である．

そこで本研究ではこれらの防食処理等が鋼コンクリー

ト間の付着や摩擦による力学的挙動，強度に与える影

響を実験的に得て議論する．

2. 供試体とトルク型せん断試験について

鋼とコンクリートとの付着強度試験の方法として鉄

筋の引抜き試験に準じたものや頭付スタッドの押抜き

試験方法 12)に準じたものがあるが，応力集中の発生や

載荷に伴う供試体および載荷装置の変位や変形による

2次応力の影響が懸念される．それらの影響に配慮した

鋼コンクリート界面のせん断挙動，強度を得る実験方

法としてコンクリートに鋼円柱を埋め込み，回転させ

ることで一様なせん断応力を得るトルク型せん断試験

が開発されており 13),14)，本研究ではこれを用いる．
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表–1 供試体防食処理仕様一覧

表面処理 膜厚(µm)粗さ(µm)
仕様 1 有機ジンクリッチペイント 30µm 60 28.9
仕様 2 無機ジンクリッチペイント 30µm 52 25.9
仕様 3 無機ジンクリッチペイント 75µm 111 21.3
仕様 4無機ジンク 75µm ＋ミストコート 135 29.5
仕様 5 亜鉛溶射 137 35.4

– 黒皮 – 8.5

表–2 モルタルの配合

W/C 単位水量 単位量 (kg/m3)

(%) (kg/m3) セメント 細骨材

50 295 590 1027

本研究では建設分野で用いられている防食処理につ

いて表–1に示す 5種類を対象とした．仕様 1～3は広

く用いられ多くの実績があるものであり，仕様 2は近

年床版と接する鋼桁上フランジ等に広く用いられ，仕

様 3はそれを厚膜化したものである．仕様 4は仕様 3

上に上塗り塗膜の発泡やピンホール発生防止のために

行われるミストコート処理まで施したものである．仕

様 5は溶射表面の凹凸により付着力を増す為に封孔処

理をしていない．これらの製作における素地調整，施

工等は文献 15)に基づいている．表中には塗膜厚の実測

値およびRzjis表面粗さも示した．また比較のため黒皮

のまま防食処理を施さない供試体も同時に製作した．

これらの防食処理を施した鋼材を被覆するコンクリー

トを模擬するものとして，配合や施工に起因した試験

時の材料特性のばらつきを最小限に抑える目的で普通

ポルトランドセメントによるモルタルを用いた．ここ

では粗骨材の鋼コンクリート界面に与える影響は小さ

いと仮定しており，混和材等は用いていない．また乾燥

収縮を防ぎ，かつ養生条件の差異の影響を防ぐ目的で

20 ◦C に保った水中で養生した．配合を表–2に示す．

用いた供試体の型枠と試験前の外形を図–1に示す．

側面に防食処理を施した直径 90mmの鋼円柱を型枠中

に立てて設置しモルタルを打設した．型枠には不要な

クラックの発生を防ぐ目的で鋼円柱の周りに直径 2mm

のスパイラル筋を，側面には鋼メッシュを配してある．

モルタルブロックは一辺が 150mm，厚さが 100mmで，

鋼円柱側面とモルタルブロックとの境界で複合構造の

鋼コンクリート界面を模擬している．せん断試験は全

ての仕様に対して 3体づつ実施することとし，18体の

供試体は一回のモルタル施工で製作した．試験時の供

試体の材令は 28～30日であり，モルタルの圧縮強度は

ϕ 50×100mmの円柱形供試体で 42.5N/mm2であった．

トルク型せん断装置に取付けた供試体を図–2に示す．

PC鋼棒と鋼板等で構成された中央の供試体支持部にモ

ルタルブロック側面を固定し，鋼円柱を 2本のトルク

アームを介して駆動することで鋼モルタル界面に一様

なせん断応力を発生させる．ここでは供試体の固定に際

150mm

150mm

100mm

鋼円柱(直径90mm)
鋼メッシュ

スパイラル筋

図–1 打設前型枠と供試体外形
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図–2 トルク型せん断試験装置と供試体

し鋼コンクリート界面に応力を発生させる目的で支持

力を与えていない．駆動力の発生は 2台の油圧ジャッキ

により，手動ジャッキで生じた荷重をロードセルで検知

してそれと等しい荷重をサーボバルブジャッキで発生さ

せている．鋼モルタル間のずれ変位の計測には CTOD

測定用のクリップ型変位計を用いて 4点で計測し，以

降ではそれらの平均値を用いている．

図–3，4にトルク型せん断試験により得られた鋼モ

ルタル界面のせん断応力と鋼モルタル界面のずれ変位

との関係を示す．計測間隔は 2秒で，用いた供試体の

各々1 体について示した．全ての供試体でずれ変位が

生じないまません断応力が増加し，ある時点でずれ変

位が変位が急激に増加し同時にせん断応力が減少する．

この時に音が生じることもあり，この時点で鋼モルタ

ル界面の付着による結合が破壊されたと考える．本研

究ではこの載荷段階で計測される最大値を最大せん断

応力と称し，付着による鋼モルタル界面の結合の程度

を表す強度パラメータとして用いる．

以降はずれ変位が 0.5mm程度生じるまでせん断応力

は急激に減少し，以降は概ね一定値となる傾向があっ

た．この載荷段階で鋼モルタル界面に生じるせん断応

力は摩擦等で伝達でされるせん断応力の程度を表すも

のと考える．ずれ変位が 1.0mm程度に達した以降で値

の変化が収まるものが多かったことから，本研究では

ずれ変位が 1.0～2.0mm，あるいは 1.5～2.5mmにおけ

るせん断応力の平均値を求め，これを残留せん断応力

と称して以降用いる．また本研究では試験後に鋼コン

クリート境界面を観察する目的で，ずれ変位が 2.0mm
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図–3 鋼モルタル界面せん断応力とずれ変位 (仕様 1,2,黒皮)
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図–4 鋼モルタル界面せん断応力とずれ変位 (仕様 3,4,5)

表–3 トルク型せん断試験による最大せん断応力

供試体 平均値と
防食仕様 1 体目 2 体目 3 体目 不偏標準偏差

仕様 1 2.40 2.00 2.29 2.23 (0.21)
仕様 2 2.02 2.12 1.94 2.03 (0.09)
仕様 3 1.57 1.71 2.13 1.80 (0.29)
仕様 4 1.69 2.02 2.20 1.97 (0.26)
仕様 5 1.98 2.26 1.80 2.01 (0.23)

黒皮 1.80 1.81 2.01 1.87 (0.12)

※単位は N/mm2，() 内は不偏標準偏差

を超えた時点でせん断試験を終了した．

3. 防食仕様を有する鋼コンクリート界面の

最大せん断応力の比較

ここでは最大せん断応力について比較検討する．トル

ク型せん断試験により計測された最大せん断応力を表–

3に示す．表中の 3体目と表示したものは図–3，4に示

したものである．これらの結果を用いて各仕様の最大

せん断応力の平均値の大小について母分散が等しいと

の仮定の下で t検定を行った 16)．その結果全ての組合

せで平均値が等しいとした帰無仮説は危険率 5％で棄

却できなかった．

(1) 黒皮の供試体との比較

比較として筆者らが別途行ったトルク型せん断試験

のうち，本研究で扱った黒皮の供試体と同じ供試体を

用いた試験結果を表–4に示す．ここでは試験時に計測

表–4 本試験と同条件の供試体によるせん断試験結果（黒皮）

試験 供試 モルタル圧縮 最大せん断 残留せん断
No. 体数 強度 (N/mm2) 応力 (N/mm2) 応力 (N/mm2)
1 3 42.1 2.46 (0.35) 0.90 (0.04)
2 3 41.6 2.36 (0.25) 0.93 (0.11)
3 3 41.6 2.37 (0.31) 1.05 (0.03)
4 3 42.6 1.87 (0.12) 0.76 (0.08)
5 4 43.6 2.23 (0.22) 0.95 (0.09)
6 3 45.1 2.48 (0.04) 0.82 (0.09)

– 平均 42.8 2.29 0.91

※材令は 29～31日，() 内は不偏標準偏差

最大せん断応力 (N/mm2)
確
率
密
度

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

試験1

試験2

試験5

試験6

試験4

試験3

全試験

図–5 本試験と同条件の試験による最大せん断応力（黒皮）
の試験毎の真値の確率密度関数
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図–6 各仕様の最大せん断応力の真値の確率密度関数

したモルタル圧縮強度が 41.6～45.1N/mm2である，本

研究での値の 42.5N/mm2に近い，6回の試験における

合計 19体の供試体の結果を選んだ．また表中にはずれ

変位 1.5～2.5mmで求めた残留せん断応力についても

示した．これらの結果より，各試験毎に最大せん断応

力の真値の正規分布を仮定し，確率密度関数をグラフ

化したものを図–5に示す．また図–5と同様に，本試験

の結果について真値の正規分布を仮定し，確率密度関

数をグラフ化したものを図–6に示す．

図–5の黒皮の供試体では，試験 No.4および 6で確

率密度関数の分散が他の試験より小さくなっているが，

その他の試験 No.1～3および 5は比較して広い分散を

持った関数の形状となっている．図中には 19体の試験

結果全てから求めた確率密度関数も合わせて示した．同

じ供試体を用いていることから各試験で得られる真値

が等しいと仮定すると，試行回数を増やせば確率密度
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図–7 エポキシ系接着材で鋼モルタル界面を接合した供試体
(左:製作中の供試体，右:トルク型せん断試験後)

関数の形状はこの関数の形状に似たものになると考え

る．試験 No.1～3および 5の確率密度関数は試験結果

全てから求めた確率密度関数の形状と似たものとなっ

ており，またそのピーク位置も概ね等しいことから，試

験 No.1～3および 5による確率密度関数は有る程度真

実に近いものと考えられる．

ここで図–6と図–5とを比較すると各仕様で得られ

た最大せん断応力の平均値は図–5と比較すると小さ目

な値をとっている．図–6の仕様毎の確率密度関数の形

状に注目すると，仕様 3と黒皮で分散が小さいものと

なっているが，他の仕様については図–5に示した試験

No.1～3，5と近い形状となっており，またお互いに重

複している．仕様 3と黒皮に関しては図–5より試行回

数を 4回以上に増やした場合には分散が増加すると予

想され，最大せん断応力の真値の範囲はここで得られ

た範囲に比較して広くなると予想できる．これらより

防食仕様の差異によって最大せん断応力の平均値には

差がないと判断することは妥当であると考える．

(2) エポキシ系接着材で接合した供試体との比較

上で示した最大せん断応力は全ての供試体でずれ変

位ゼロで生じており，付着による結合の挙動の特徴で

あると思われる．そこで本研究では鋼モルタル界面に

付着ではない結合を付与し，その挙動と付着による結

合の挙動とを比較する．ここではコンクリート構造物

の補修等に用いられているエポキシ系接着材を用いて

供試体を製作した．

供試体は 12体製作し，10体についてトルク型せん

断試験を行った．鋼円柱の表面は黒皮であり，外形，配

筋等の諸元は前述の全ての供試体と同じである．モル

タルの配合は表–2に等しく，打設後 30日でトルク型

せん断試験で鋼モルタル界面の結合を破壊，その後ダ

イヤモンドカッターでモルタルブロックを切断して鋼

モルタル界面にエポキシ系接着材を塗布し，鋼円柱と

接合して組み立てた．モルタル圧縮強度は材令 30日で

43.6N/mm2，接着後に養生期間として 1週間空け，材

令 56～57日でトルク型せん断試験を実施した．製作中

およびせん断試験後の供試体を図–7に示す．

表–5 エポキシ系接着材を用いた供試体によるトルク型せん
断試験結果

供試体 最大せん断 残留せん断 ブロック 接着材
No. 応力 (N/mm2) 応力 (N/mm2) の接合 厚さ (µm)
2 2.14 1.22 左右 512
3 2.27 1.21 上下 592
4 1.56 0.81 左右 638
5 1.66 0.56 左右 563
6 2.00 0.94 上下 540
8 1.59 0.88 左右 480
9 2.33 0.83 上下 512
10 2.13 0.80 上下 528
11 2.20 1.33 上下 444
12 2.29 1.29 上下 485

平均 2.02 0.99 — 529

※供試体 1,7 は欠番，接着材厚さは鋼表面に残った 9ヶ所の平均

結果を表–5に示す．ここではずれ変位 1.5～2.5mm

で求めた残留せん断応力，および試験後に分解して計

測したエポキシ系接着材の厚さも合わせて示した．エ

ポキシ系接着材の厚さは表–1に示した塗膜の約 4～10

倍程度である．モルタルブロックはダイヤモンドカッ

ターで切断して欠損した部分に超速硬セメントを用い

て接合しており，接合面の位置で２種類に分けられる．

試験装置に取付けた状態で接合面が垂直になるタイプ

を表中でブロックの接合を左右と表記し，水平になる

タイプを上下とした．試験後は全ての供試体で超速硬

セメントによる接合面に目視できるクラックが生じた．

最大せん断応力に着目すると平均で 2.02N/mm2 とな

り，表–3および表–6に示した付着による供試体により

得られたものと同程度の値が得られている．

この試験で得られた代表的な鋼モルタル界面せん断

応力とずれ変位の関係を図–8に示す．供試体 6および

9ではせん断応力の最大値は 0.25mm程度のずれ変位

が生じた時点で発生しており，またそれ以前の載荷段

階においても変位が発生している．供試体 5の挙動は

図–3，4に示した供試体の挙動に似ているが，せん断

応力の最大値が生じた時点でずれ変位が 0.05～0.1mm

程度生じている．この直後に生じているずれ変位のジャ

ンプはモルタルブロックの超速硬セメントによる接合

面の破壊によると思われ，この様なジャンプはモルタル

ブロックを左右で接合した供試体で複数回観察された．

図–9に図–3，4および図–8に示したせん断応力とず

れ変位の関係を拡大して示す．これよりエポキシ系接

着材で鋼モルタル界面を接合した供試体とそれ以外の

供試体とでは明らかに挙動が異なることがわかる．各

防食仕様を有する供試体および黒皮の供試体では最大

せん断応力が生じる時点で鋼モルタル界面にずれ変位

が生じていないが，エポキシ系接着材を用いた供試体

では載荷の初期からずれ変位が直線的に漸増しており，

最大せん断応力が発生する時点では載荷初期に比較し

てグラフの傾きはかなり減少している．一方で鋼材表

面に塗膜を有する仕様 1～4と有さない仕様 5および黒
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図–9 最大せん断応力を生じる付近の鋼モルタル界面せん断
応力とずれ変位

表–6 トルク型せん断試験による残留せん断応力

供試体 平均値と
防食仕様 1 体目 2 体目 3 体目 不偏標準偏差

仕様 1 1.24 1.22 1.29 1.25 (0.04)
仕様 2 1.00 0.96 1.25 1.07 (0.16)
仕様 3 1.14 1.19 1.14 1.16 (0.03)
仕様 4 0.58 0.57 0.56 0.57 (0.01)
仕様 5 1.30 1.20 0.67 1.06 (0.34)

黒皮 0.85 0.70 0.73 0.76 (0.08)

※単位は N/mm2，() 内は不偏標準偏差

皮の供試体とでは差異が見られなかった．

4. 防食仕様を有する鋼コンクリート界面の

残留せん断応力の比較

次に残留せん断応力を比較する．防食処理を有する

供試体についてトルク型せん断試験により計測された

残留せん断応力を表–6に示す．ここでは残留せん断応

力はずれ変位 1.0～2.0mmで求めている．前述の最大

せん断応力と同様に防食仕様毎の残留せん断応力の真

値の正規分布を仮定し，確率密度関数を求めたものを

図–10に示す．また同様に表–4より残留せん断応力の

真値の正規分布を仮定して確率密度関数をグラフ化し

たものを図–11に示す．

図–11より試行回数が増加すれば図–5の最大せん断

応力と同様に確率密度関数の形状は全試験で得られた

関数の形状に似たものになると考えられる．図中の試験
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図–10 各仕様の残留せん断応力の真値の確率密度関数
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図–11 本試験と同条件の試験による残留せん断応力（黒皮）
の試験毎の真値の確率密度関数
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図–12 せん断強度パラメータと鋼モルタル界面垂直応力と
の関係（黒皮）

No.2，5および 6の関数形状は全試験から得られたもの

に概ね近く，3回の試行でも有る程度真値の分布を推定

することは可能と思われる．しかしながら図–10に関

しては各仕様の確率密度関数の形状が様々であり，こ

れらから残留せん断応力の平均値の大小を議論するこ

とは難しいと考えられる．

(1) 鋼モルタル界面に応力を付加したトルク型せん断

試験装置による残留せん断応力の計測

はじめに鋼モルタル界面に応力を付加してトルク型

せん断試験を行った結果を図–12に示す．この結果は

前述の黒皮の供試体と同じ供試体を別途製作して用い，

トルク型せん断試験装置の供試体支持部に備えられた

PC鋼棒と鋼板により供試体側面を水平および垂直両方
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図–14 トルク型せん断試験中の支圧応力の変化と鋼モルタ
ル界面ずれ変位（支圧応力 1.0N/mm2）

向に等方的に拘束を与えて実験を行って得たものであ

る．この拘束により鋼モルタル界面法線方向に発生す

る応力を支圧応力と称して以降用いる．

用いた全ての供試体は 1回の施工で製作しており，モ

ルタルの配合は表–2に同じく養生方法も同じであるが

圧縮強度は材令 29日で 50.2N/mm2であった．供試体

をガタつき無く試験装置に取付けた状態を支圧応力ゼロ

と仮定してトルク型せん断試験を行った．支圧応力ゼロ

が 3体，0.25N/mm2，0.5N/mm2 および 1.0N/mm2

としたものについても 3体づつ，合計 12回の実験を行

い，残留せん断応力はずれ変位が 1.5～2.5mmで計測

している．図–12からは最大せん断応力および残留せ

ん断応力の両方が支圧応力に比例して大きくなってい

ることがわかる．

以上で示した支圧応力は試験開始時にロードセルで

計測して調整しているが試験開始後は計測のみで調整

は行っていない．ここで行ったトルク型せん断試験中の

支圧応力の変化を時系列で図–13および図–14に示す．

代表的なものとして図–13に支圧応力ゼロで試験を始

めたもの，図–14に支圧応力 1.0N/mm2で試験を始め

たものを選んでおり，図中には右縦軸に鋼モルタル界

面ずれ変位も示している．

これらより本研究の装置では支圧応力はせん断試験

の進行に伴って変化していることがわかる．ずれ変位

が発生した時点でその値は不連続に変化するが以降は

その値はほぼ一定となる傾向があった．また水平支圧

応力と垂直支圧応力の値の差はずれ変位の発生前の方

が大きい傾向が見られた．これらより図–12の横軸で

は支圧応力として水平および垂直方向の平均値を用い

ることとし，最大せん断応力については最大値が生じ
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図–15 鋼モルタル界面せん断応力とずれ変位 (仕様 1,2,黒皮)

仕様3

仕様4

仕様5

鋼
モ

ル
タ

ル
界

面
せ

ん
断

応
力

 
(N
/m
m
2
)

鋼モルタル界面ずれ変位 (mm)

0.0

0.25

0.5

0.75

1.0

1.25

1.5

1.75

2.0

2.25

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

図–16 鋼モルタル界面せん断応力とずれ変位 (仕様 3,4,5)

る直前の値を，また残留せん断応力についてはずれ変

位が 1.5～2.5mmの時点の支圧応力の平均値を求めて

強度パラメータとあわせて示している．

(2) 防食仕様を有する鋼コンクリート界面の残留せん

断応力と摩擦係数との比較

残留せん断応力は付着が破壊した後に摩擦等で伝達

されるせん断応力の程度と考えられることから，支圧

応力と残留せん断応力との間にクーロン摩擦的な関係

があることが予想される．この場合には本試験で定義し

ているずれ変位 1.0～2.0mmあるいは 1.5～2.0mmの

載荷段階の支圧応力の管理は得られる残留せん断応力

に影響すると考えられ重要である．図–13，図–14よ

り付着破壊以降の支圧応力は開始時の値と異なること

からここでは残留せん断応力を計測する直前に改めて

支圧応力を計測，調整する．また段階的に支圧応力を

増加させて残留せん断応力の増加の程度を得る．

得られた鋼モルタル界面のせん断応力と界面のずれ

変位との関係を図–15, 16に示す．ここでは表–3およ

び表–6中で 3体目と表示した供試体 6体を用いている．

試験は材令 91日目で行い，試験まで全ての供試体は常

温の室内で保管している．支圧応力は供試体支持部に

おいてガタがない状態をゼロとして試験を開始し，以降

0.25N/mm2，0.5N/mm2および 1.0N/mm2 程度の支
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図–17 支圧応力の変化と残留せん断応力との関係
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図–18 各仕様の摩擦係数と残留せん断応力との関係

圧応力が発生するように，ずれ変位が 1mm増加する毎

に除荷のうえ調整して 4段階で試験を行った．図–15,

16中の鋼モルタル界面せん断応力の水平部が段階的に

増加させた支圧応力の下においてずれ変位を増加させ

るに要するせん断応力である．

図–15，16の水平部の残留せん断応力の平均値を求

め，またロードセルで計測した該当する水平部の水平

支圧応力および垂直支圧応力の平均値を求めて整理し

たものを図–17に示す．仕様 3で上に凸となったが他は

ほぼ直線となった．そこで図–17に支圧応力と残留せん

断応力との関係に近似直線を挿入し，その傾きを摩擦係

数と定義してこれを求めた．求めた摩擦係数と表–6に

示した各防食仕様毎の残留せん断応力の平均値との関

係を図–18に示す．仕様 1を除いて残留せん断応力と

摩擦係数とは概ね比例している．また仕様 4は残留せ

ん断応力，摩擦係数共に他と比較して小さい．表–6に

示した残留せん断応力の比較からは仕様 1～3，5につ

いては差が有ると積極的に言い難いが，図–18より仕

様 1と仕様 2，3，5とは性状が異なると予想される．

(3) トルク型せん断試験後の鋼コンクリート界面

最後にトルク型せん断試験後の供試体のモルタルブ

ロックを切断し，鋼モルタル界面を観察する．図–19に

仕様 1，図–20に仕様 2，および図–21に仕様 4の供試

体の鋼モルタル界面を示した． 仕様 2，3，5および黒

皮の供試体は鋼円柱の表面に薄くモルタルが付着して

おり，鋼モルタル界面の極近傍のモルタルが破壊した

と考えられる．またこれらのうち塗装による防食仕様

図–19 試験後の鋼モルタル界面（仕様 1）

図–20 試験後の鋼モルタル界面（仕様 2）

図–21 試験後の鋼モルタル界面（仕様 4）

表–7 各防食仕様表面試験結果

供試体 引張付着力 破壊状況のまとめ
防食仕様 (N/mm2) （観測した主な破壊の性質）

仕様 1 4.3 試験円筒の接着材が破壊

仕様 2 3.8 素地と塗膜間の付着破壊

仕様 3 2.3 素地と塗膜間の付着破壊

仕様 4 1.7 2 層の塗膜間の付着破壊
仕様 5 5.3 皮膜の凝集破壊

※引張付着力は JIS K 5600-5-7 プルオフ法による 3ヶ所の平均

2，3では塗膜の損傷は見られなかった．ここではこれ

らの代表的なものとして図–20に仕様 2を示している．

図–19の仕様 1および図–21の仕様 4ではモルタル

ブロックの鋼モルタル界面に塗膜の付着が観察された．

ここで供試体製作時に各防食仕様で計測した表面の

引張付着力と破壊状況を表–7に示しておく．表–7の仕

様 1の引張付着力は他の塗装仕様に比較してやや大き

いが，この結果は主に試験アセンブリの接着材の破壊に

起因しており真値はこれを上回る可能性がある．にもか

かわらず図–19より仕様 1では鋼モルタル界面に有機

ジンクリッチペイントの付着が観察され，塗膜が破壊し

ながらせん断応力を伝達したと考えられる．図–18よ

り仕様 1は他の仕様と比較して摩擦係数の割には残留

せん断応力が大きく，摩擦以外の機構によるせん断応

力の伝達が存在すると思われ，これらの挙動は塗膜の

性質によるものと推測する．

図–21に示した仕様 4では仕様 1と同様に鋼モルタ
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ル界面に塗膜の付着が見られるが，鋼円柱表面には下

塗りの無機ジンクリッチペイントが見えており，その

上に塗装されたミストコートとの間で塗膜が破壊して

いる．表–7では仕様 4の引張付着力が他と比較して小

さく，破壊状況として面積 85～90％で 2層の塗膜間の

付着破壊が観察されていることから，トルク型せん断

試験においても同様に 2層の塗膜間の付着破壊が生じ，

他の供試体より小さいせん断応力下でずれ変位が増大

していったものと考えられる．

5. 結論

本研究では鋼コンクリート複合構造の防食処理が付

着等による面的結合に与える影響を検討することを目

的として，トルク型せん断試験を用いて鋼モルタル界

面のせん断挙動と強度パラメータを求め，比較，議論

した．得られた主な結果を以下に示す．

(1) 付着による最大せん断応力には検討した防食仕様

等の差異による影響は見られず，また最大せん断

応力はずれ変位がゼロのときに生じた．

(2) 仕様 1を除いて残留せん断応力と概ね比例した摩

擦係数が計測された．

(3) 塗膜が破壊しながらせん断応力を伝達したと思わ

れる仕様 1は他と比較して摩擦係数の割には大き

い残留せん断応力が計測された．

(4) 2層の塗膜間の付着破壊が生じたと思われる仕様 4

は他と比較して残留せん断応力，摩擦係数共に小

さいものが計測された．
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